	受付番号
※記載不要
	


（様式１）
令和８年　　月　　日

企画提案応募書

愛知県知事　殿
（応募者）
住　所
名　称
代表者（職・氏名）

　「譲渡推進施設基本計画策定委託業務」を受託したいので、関係書類を提出します。
　なお、提案にあたり下記事項について誓約します。
記
１　応募者（ＪＶの場合は、すべての構成員）は、企画提案募集要領に定める応募資格を満たしていること。
２　企画提案募集要領に記載された内容をすべて承知の上で提案するものであること。



１　連絡担当窓口

	担当部署名
	

	担当役職名
	

	主担当者氏名（ふりがな）
	

	主担当者所在地
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	





２　応募資格
　各項目について、該当するものに○を、該当しないものに×を記入すること。
	項目
	該当

	（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当していないこと。
	

	（２）国税及び地方税を滞納していないこと。
	

	（３）企画提案書の応募受付期間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除措置を受けていないこと。
	

	（４）宗教活動や政治活動を主たる目的とした団体でないこと。
	

	（５）企画提案書の応募受付期間において、愛知県会計局及び愛知県建設局が定める指名停止取扱要領等に基づく指名停止を受けていないこと。
	

	（６）令和６・７年度入札参加資格者名簿において、大分類「03. 役務の提供等」、中分類「07. 調査委託」、小分類「05. 建築調査」に登録されている者、又は愛知県建設局令和６・７年度入札参加資格者名簿に業種として「建築設計」を登録されている者であること。
（なお、令和８年４月１日現在において、令和８年度及び令和９年度の愛知県建設局の入札参加資格における建築設計業の資格を有しない者は、応募資格のない者とし、その企画提案を無効とする。また、無効の企画提案を行った者を受託候補者としていた場合には、選定結果を取消すこととします。）
	

	（７）国・地方公共団体又はこれらに類する団体が発注した、公共施設等建設の設計等業及びPFI事業やデザインビルド事業を見据えた要求水準書作成支援業務の契約実績を有する者であること。
（→様式３を提出してください。）
	

	（８）県内に本社又は支店（支社）があること。
	













